
主管省庁（内閣官房，内閣府，国土交通省港湾局）

【現状と課題】

【国の政策方針】

《令和２年度国予算の内容》
　◇　クルーズ船等の受入環境の整備を通じた地域の活性化
　◇　大規模災害に対する港湾の防災・減災，国土強靱化対策の推進　
【政権与党の政策方針】
《自由民主党 総合政策集2019 J-ファイル》（P63，P71）
　◇　観光立国の推進　
　◇　世界と競争できる航空・空港環境，海事・港湾機能の整備
《公明党 マニフェスト2019》（P13，P27）
　◇　観光先進国の実現　◇　防災･減災対策，国土強靱化の推進，災害対応力の強化

県担当課名　　運輸政策課
関係法令等　　港湾法

41　安全・安心の確保や地域経済の好循環につながる

　■　本県唯一のコンテナターミナルを有する徳島小松島港「赤石地区」は，
　　船舶の大型化や，近隣でのバイオマス発電整備に伴う新たな貨物の受入れが
　　見込まれる中，コンテナ船と貨物船の同時接岸が困難となっており，
　　また，大型クルーズ船と港湾物流との共存も求められている。

　■　「南海トラフ巨大地震」により甚大な被害が想定される海部郡北部は，
　　「耐震強化岸壁の空白地帯」であることから，
　　発災時に，港湾機能を果たすことができないおそれがあるほか，
　　平常時の物流や小型クルーズ船の受入れに対しても，港湾機能が十分ではない。

　　港湾施設の整備について

59%
75% 81% 76% 77% 81% 87%

41%
25% 19% 24% 23% 19% 13%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2以降

全長（ｍ）
コンテナ

積載個数（ＴＥＵ）

H31.4末まで 135.7 834

R1.5から 141.9 1,096

徳島小松島港 赤石地区

７月１１日撮影

発災時の使用状況

積載個数
コンテナ船の大型化 ３割増!

28％増!H25→R1

沖洲地区

沖洲地区

赤石地区

-8.5m
L=270ｍ

-7.5m
L=130m

-7.5m
L=130m

定期コンテナ船
週4便就航 木材チップ貨物量

港湾物流拠点での船舶同時着岸
貨物船

船舶大型化により離隔距離が限界

港湾物流に支障が出るおそれ
船舶の大型化により

発災時の物資輸送に不安
南海トラフ

巨大地震

新たな貨物の受入れ

199m以上の入港割合

直面する課題

全長別入港割合の推移（チップ船）

更なる

大型化の

見込み

199.9m未満 199.9m以上

更なる滞船
が懸念

日和佐港

《空白地帯》
浅川港

津波高 18.4m

津波高

20.9m

浅川地区

津波高

13.4m

海部郡

L=110m
-4.0m

多くの区間で

高速道路等が

未整備

橘港

大潟地区

阿南市

L=100m
-5.5m

徳島小松島港

津波高

11.9m

赤石地区

小松島市

徳島市

県南部の耐震強化岸壁の整備状況

近隣での

バイオマス発電整備

（Ｒ４．９予定）に伴い,

木材チップが増加

（約４５万トン/年）

増加の対応へ

0

50

100

150

200

H27 H28 H29 H30 R1

四国へのクルーズ船寄港回数

平常時の使用状況
（クルーズ）

中型船（3万～10万総トン）
大型船（10万総トン以上）

小型船（3万総トン未満）

小型船
が増加

「臨海部防災拠点マニュアル」

に基づき，想定背後圏範囲を

半径10kmと設定
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【課題解決への方向性と処方箋】

　

【徳島発の政策提言】

  ・　発災時の安全・安心を確保する復旧・復興の拠点となることはもとより，
　　平常時の物流機能の向上やインバウンドの受入拡大を図るため，
　　日和佐港「恵比須浜地区」において，
　　耐震化をはじめとする港湾施設整備に必要な予算を確保すること。

　■　徳島小松島港「赤石地区」において，
　　次世代エネルギー活用をも支える物流機能の向上を図るため，
　　貨物量の増加や大型化するコンテナ船と貨物船への対応に加え，
　　大型クルーズ船との共存に向け，同時接岸を可能とする施設整備が必要である。

　■　「耐震強化岸壁の空白地帯」である日和佐港「恵比須浜地区」において，
    発災時の安全・安心を確保する復旧・復興の拠点整備はもとより，
    平常時の物流機能の向上や小型クルーズ船の寄港によるインバウンドの
    受入れ拡大など，防災・経済の両面における更なる強靱化が必要である。

　・　増加する貨物量，大型化するコンテナ船や貨物船の安全・安心な受入れに
    対応し，大型クルーズ船入港時にも，円滑な港湾物流を可能とするため，
　　徳島小松島港「赤石地区」において，岸壁延伸に早期着手すること。

方向性（処方箋）

具体的内容

将来像

地方創生の新次元展開に向けて

提言① 円滑な港湾物流を可能とする施設整備の推進

提言② 耐震強化岸壁の空白地帯における港湾施設整備の促進

安全・安心の確保や地域経済の好循環による「地方創生」の実現！

貨物量の更なる増加に対応!!

・モーダルシフトの加速
・バイオマス発電所立地

コンテナ船の大型化
834TEU→1,096TEU

チップ船
コンテナ船

大型クルーズ船

チップ船・コンテナ船 沖待ち状況

コンテナ船 週４便就航徳島小松島港 赤石地区

既存岸壁

耐震化

L=100m岸壁延伸

L=50m防波堤延伸

L=190m

係船杭新設

1基防災・経済

両面での強靱化

が必要！

３隻同時接岸へ！
貨物量の増加に対応を！

国・県

共同策定

水深5.5m
↓

コンテナ・チップ増加

Ｒ1.5月初寄港

MSCｽﾌﾟﾚﾝﾃﾞｨﾀﾞ

臨港道路

日和佐港

出港

入港 入港

四
国
霊
場
第
二
十
三
番
札
所 日和佐城

日和佐小野線（狭隘）

日和佐城薬王寺

（R2.3策定）

緊急物資輸送

物流活性化

インバウンド

徳島小松島港中期構想 国道55号

薬
王
寺

船舶の大型化，クルーズ船の寄港増大
に対応！

日和佐港 恵比須浜地区
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42　四国新幹線の整備による地方創生回廊の早期実現
　　について

主管省庁（内閣官房，内閣府，国土交通省鉄道局）

【現状と課題】

【国の政策方針】

《令和２年度国予算の内容》
　◇　幹線鉄道ネットワーク等のあり方に関する調査
　　・　鉄道整備等基礎調査委託費　266百万円の内数
【政権与党の政策方針】
《自由民主党 総合政策集2019 J-ファイル》（P63，P69，P70）
　◇　観光立国の推進
　　・　地方の隅々までインバウンドの恩恵を行き渡らせるため，交通アクセスの充実
　◇　防災・減災，国土強靭化のための３か年緊急対策
　　・　鉄道等重要インフラの機能強化と復旧復興に不可欠な交通ネットワークの確保
　◇　総合的な交通体系の整備
　　・　基本計画路線に係る調査等幹線鉄道ネットワークの充実に向けた取組みの推進
《与党整備新幹線建設促進プロジェクトチームへの中間報告》
　　・　関西国際空港へのアクセスを含め四国新幹線等の整備計画化

県担当課名　　次世代交通課
関係法令等　　全国新幹線鉄道整備法

　■　政治，行政，経済の中枢機能が首都圏に一極集中していることから，
　　災害などの非常事態に，西日本が首都機能をバックアップできる環境を整え，
　　日本全体の「リダンダンシーを確保」することが求められている。

　■　「地方の人口減少」が進む中，交流人口を拡大させるため，
　　国の「スーパー・メガリージョン構想検討会」においても，
　　「新大阪駅を拠点に，新幹線等の高速交通ネットワークを作り上げ，
　　地方に成長のチャンスを生み出していく」ことが求められている。

　■　政府が「地方創生回廊の実現」を推進する中，
　　リニア中央新幹線と新幹線で直結しなければ，地方の疲弊に拍車がかかる。

　■　2025年の「大阪・関西万博」終了後のレガシー効果を発揮させるためにも，
　　関西国際空港を核とした高速交通インフラの整備が求められている。

直面する課題

東京

徳島

寸断

新大阪

山陽新幹線の
代替ルートなし

（出典：国土交通省）

〇 東日本は，

整備計画に

より複線化

が実現

高速交通（新幹線・リニア）ネットワークの整備状況

新大阪から西へは

山陽新幹線・１本のみ

〇 西日本は，

基本計画の

まま

東西に

複線化！
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　■　「大阪湾ベイエリア５空港・７滑走路」の有機的な連携や，
　　関西国際空港と新幹線駅を結節させることで「ストック効果」を最大限に
　　発揮し，関空インバウンド効果を西日本全域に波及させる必要がある。

　■　人口減少が進む中，日本の将来推計人口をもとに利用者便益を算出している
　　Ｂ／Ｃ評価を見直す必要がある。

　・　スーパー・メガリージョンや関空インバウンド効果を
　　四国はもとより西日本全体に波及させるため，
    未来投資として関西国際空港を経由する「四国新幹線」の整備を推進すること。

　・　国において，幹線鉄道ネットワーク等のあり方に関する調査が行われる中，
　　基礎調査の財源確保など，調査・研究を加速すること。

　・　新幹線の整備効果測定においては，経済波及効果が大きいインバウンド効果や
　　新幹線の経由地にある国際空港などの拠点施設との相乗効果を便益に加える
　　など，新たな評価手法を構築すること。

　■　東京・名古屋・大阪を一体化する
　　「超巨大都市圏（スーパー・メガリージョン）」と四国を新幹線で直結させる
　　ことで，交流人口を拡大し，地方経済の発展を促す必要がある。

　■　新たな国土軸の形成と山陽新幹線の「リダンダンシー確保」や，
　　「首都機能をバックアップ」できる「二眼レフ構造」の構築を図り，
　　国土強靱化を推進する必要がある。

敦賀

名古屋

方向性（処方箋）

具体的内容

提言① 世界標準！国際空港と結節する新幹線駅の戦略的整備

提言② リニア中央新幹線の開通を見据えた調査の推進

将来像

西日本のポテンシャルを最大限に発揮させる地方創生回廊の実現！

地方創生の新次元展開に向けて

山陽新幹線の代替ルート
北陸新幹線

ストック効果の発揮

京都

夢洲◎

徳島

大阪空港
（２滑走路）

徳島阿波おどり空港

（１滑走路）

南紀白浜空港
（１滑走路）

神戸空港
（１滑走路）

淡路島

新大阪

国際空港と

新幹線駅の

結節点を！

関西国際空港
（２滑走路）

世界標準
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43　地方創生ＳＤＧｓの展開に向けた支援拡充について

主管省庁（内閣官房，内閣府）

【現状と課題】

【国の政策方針】

《令和２年度国予算の内容》
　◇　地方創生に向けたＳＤＧｓ推進事業等　　473百万円

《第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」》（P78，P79，P80）
　◇　地方創生ＳＤＧｓの実現などの持続可能なまちづくり
　　・　ＳＤＧｓの理念を踏まえた地方創生を推進し，様々な地域課題を解決し，
　　　　持続可能なまちづくりを進める

県担当課名　　総合政策課
関係法令等　　まち・ひと・しごと創生法

　■　国は，ＳＤＧｓ達成年限2030年に向けて，「一層本格的な行動を加速・拡大
　　する方針」(国・ＳＤＧｓ実施指針<2019年12月改定>）を掲げており，
　　第２期「地方創生・総合戦略」においても「地方創生ＳＤＧｓの実現」が
　　重要なテーマになっている。

　■　しかし，ＳＤＧｓに対する国民の認知度はまだ低く，諸外国と比べても
　　浸透が進んでいるとは言いがたい状況である。

　■　また，ＳＤＧｓの理念を経済活動に反映させていくためには，事業者，
　　特に国内企業の９割を占める中小企業に対する浸透が不可欠である。

直面する課題

出典：徳島県「2019年県民意識調査(ｅモニター)」出典：「2019年9月世界経済フォーラム」調査

世界の「ＳＤＧｓ認知度」 徳島県民の「ＳＤＧｓ認知度」

内容を知っている

名前は

知っている

知らない

全体の”５割超”

「知らない」

「エシカル消費」等の推進により

「ＳＤＧｓ」そのものは

５割弱が「知っている」ものの
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　・　「地域事業者の登録・認証制度（国検討中）」と連動した
　　効果的な「インセンティブ制度」を創設すること。
　　（例）事業者が調達したＥＳＧ資金に係る金利負担の軽減　など

　■　ＳＤＧｓの取組みを地域全体に広げるためには，多様な主体に対する
　　「一層の機運醸成とパートナーシップを促進」する必要がある。

　■　国において検討されている「地域事業者の登録・認証制度」を活用するなど，
　　中小企業の「実践行動」を促進する仕組みを設ける必要がある。

　・　地域の多様な主体が参画した「連携体制（地域プラットフォーム）」構築や，
　　こうした体制のもとで展開する普及啓発活動に対する支援制度を創設すること。

　・　地域内外の多様なセクターとの連携や，具体的な事業展開などをサポートする
　　「コーディネート人材の登録・派遣制度」を創設すること。

方向性（処方箋）

具体的内容

提言① 「地域ぐるみのSDGs」推進に向けた支援制度の創設

提言② 事業者の「実践行動」を促進する仕組みの創設

将来像

地方創生の新次元展開に向けて

◆地域ぐるみによる

ＳＤＧｓを推進！

「地域連携」による取組支援

（体制づくり・普及啓発活動の支援）

パートナーシップによるＳＤＧｓの地域浸透へ

地方創生ＳＤＧｓの更なる浸透に向けて

ＳＤＧｓに取り組む事業者の拡大へ

◆中小企業における

ＳＤＧｓ実践行動を促進！

「地域事業者の登録・認証制度」

と連動したインセンティブ制度創設

行政
指定

金融機関・金融機関の指定

・取組の促進

・ＥＳＧ金融

・各種サポート

・利子補給など

各種支援

国・地方一体となった
「地方創生ＳＤＧｓ」の展開により持続可能な社会を実現！

「インセンティブ制度」の一例（イメージ）

SDGsに取り組む

認証事業者

Ｇ２０消費者政策国際会合

(Ｒ元.９月)

ＳＤＧｓワークショップ

(Ｒ元.１１月)
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主管省庁（内閣官房，内閣府，消費者庁，文部科学省総合教育政策局）

【現状と課題】

【国の政策方針】

《令和２年度国予算の内容》
　◇　「誰一人取り残さない」社会を目指した消費生活の実現
　　・　地方消費者行政強化交付金　　　２０．０億円
　　・　地方消費者行政人材育成事業　　　０．８億円
《第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」》（P４０，P４１）
　◇　政府関係機関の地方移転
　　・　「消費者庁新未来創造戦略本部」の徳島県への2020年度中の恒常的設置

県担当課名　　消費者くらし政策課，安全衛生課，学校教育課
関係法令等　　消費者安全法，消費者教育推進法，景品表示法，健康増進法　ほか

44　持続可能な社会の実現に向けた消費者政策の展開
　　について

　■　令和元年９月,消費者庁と徳島県が共催した「G20消費者政策国際会合」では,
　　｢ＳＤＧｓ｣の実現に向けた消費者教育の推進や，デジタル時代における
　　新たな消費者問題など，国際的に取り組むべき課題が明らかとなった。

　■　地域での消費者教育や,電子商取引など複雑･高度化する消費者問題に対応する
　　消費生活センターの重要性は，更に高まっている。

　■　成年年齢引下げに向けて，「実践的な消費者力」を育む消費者教育の重要性が
　　高まっている。

　■　食品をはじめ商品に関する虚偽誇大広告が,インターネット等に氾濫しており,
　　消費者が誤認した場合に，健康や経済被害が懸念される。

直面する課題

Ｇ２０消費者政策国際会合の開催

積極的に行動する消費者の育成

消費者教育の充実 センターの重要性の向上 消費者利益の擁護

出前講座 消費生活相談

相談員の活躍の場の更なる広がり

飲むだけで痩せる

血糖値が下がる

安全・安心の危機

効果検証

全高等学校等で「社会への扉」

を活用した授業を行うとする

アクションプログラムが

2020年度終了

本県での実施効果の検証を踏まえ，

新たな環境整備が必要

自治体の政策形成への参画も期待される

・ 「ＳＤＧｓ」の推進や

デジタル時代の

消費者問題への対処

について議論

・消費者政策の光と影を

浮かび上がらせた

食品等の虚偽誇大広告の氾濫による,

消費者被害の懸念
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　・　全国的な指導の標準化，迅速化のため，ＡＩ技術と監視指導ノウハウを
　　組み合わせた，消費者の感性を持つ｢誤認判断ソフト｣を開発すること。

　■　社会からの様々な要請に応えるべく，消費生活相談員の確保に向けた取組や，
　　最新技術を活用した消費生活センターの機能の向上を図る必要がある｡

　・　新たな相談ツールとして，本県で実証したＳＮＳ相談の全国展開や，
　　ＡＩを活用した新たなシステムを構築すること。

　■　氾濫する虚偽誇大広告の監視指導を行い，消費者の誤認を防ぐため，
　　明確な基準に基づく簡易かつ全国共通の判断システムを構築する必要がある。

　■　最新の社会情勢や消費者問題を「自分ごと」として捉えることができるよう，
　　ライフステージの特性に応じた教材等を計画的に整備・充実させる必要がある。

　■　持続可能な社会の実現のために「積極的に行動する消費者」の育成と
　　消費者の安全・安心を守る取組を推進する必要がある。

　・　学齢期も対象とした「第２期アクションプログラム」を作成するとともに,
　　最新事例等を盛り込んだ「実践的な新たな教材」を作成すること。

　・　地方消費者行政強化交付金の総額を確保するとともに，「地方消費者行政
　　強化作戦2020」に積極的に取り組む自治体の補助率を嵩上げすること。

　・　大学における資格取得講座の認定などにより,
　　相談員として活躍できる若い人材を育成・確保すること。

方向性（処方箋）

具体的内容

提言② 消費生活センターの機能の充実・強化

提言① 消費者市民社会の形成に向けた消費者政策の展開

将来像

地方創生の新次元展開に向けて

提言③ 消費者の安全・安心確保のための法執行体制の強化

誰もが安心して，生き生きと暮らせる持続可能な社会を実現！

未来を見据えた消費者行政・消費者教育の展開 ＳＮＳやＡＩの活用

AI活用双方向型

FAQシステム

教えて！すだちくん

全国初！

エシカル甲子園を

消費者庁と共催

中学生向け消費者

教育教材の作成

小学生向け消費者

教育教材の作成

消費者庁による

徳島県での

ＬＩＮＥ相談実証実験

新型コロナ対策を

LINEでサポート
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45　「One Health」実現のための動物対策の推進について

主管省庁（内閣官房，内閣府，厚生労働省健康局，環境省自然環境局）

【現状と課題】

　

【国の政策方針】

《令和２年度国予算の内容》
　◇　動物由来感染症対策事業費　　23百万円　
　◇　動物適正飼養推進・基盤強化事業　　162百万円
【政権与党の政策方針】
《自由民主党  総合政策集2019 Ｊ-ファイル》（P79）
　◇　愛護動物と共生する社会の実現
　　・　マイクロチップによる情報管理制度の導入，動物由来の共通感染疾患の予防
《公明党 マニフェスト2019》（P40）
　◇　動物愛護の推進，「愛玩動物看護師」制度の円滑な実施
　　・　マイクロチップの装着義務化に当たり，動物の履歴管理が確保される

仕組みの構築

県担当課名　　安全衛生課，健康づくり課
関係法令等　　狂犬病予防法，動物の愛護及び管理に関する法律，感染症予防法

　■　「One Health」への取組として，動物由来感染症対策が重要であるが，
　　感染源となる動物の検査・診断体制が全国的に整備されていない。
　■　犬・猫販売業者へのマイクロチップ（ＭＣ）装着は義務付けされたが，
    全ての飼い犬，飼い猫に対する義務付けではないことから，
　　感染症発症動向の把握等，動物由来感染症対策への活用には不十分である。

　■　ＭＣ登録情報の市町村への報告が義務付けられていないことから，
　　犬の飼育状況把握が困難となるとともに，市町村の登録手数料収入の減少や，
　　狂犬病予防対策の後退が懸念される。

直面する課題

医療

◎感染症の半数以上が動物由来感染症
（狂犬病，ＳＦＴＳ，ＳＡＲＳ，鳥インフルエンザ等）

獣医療

【 現状 】
・検査体制未構築による「限定的な調査・検査」

・情報共有システムの未確立による

「断片的な情報」

動物の検査

体制整備

の遅れ

◎狂犬病予防対策
・狂犬病予防法に基づく登録による個体管理，狂犬病予防注射の実施

動物適正管理への課題

感染症対策上の課題

所

有

者

感染対「動物」 対「人」

早
期
の
診
断
・
治
療
が
重
要

感染源動物対策の課題

【 課題 】 検査・診断・情報共有体制の構築

【 課題 】 個体情報管理体制の構築・継続及び財源確保

狂犬病対策事業の実施

市

町

村

登録，手数料の支払

現 状

所

有

者

ＭＣ登録機関登録，手数料の支払

改正後

市 町 村
狂犬病対策事業の実施困難

登録，手数料の減少

犬の飼育状況把握が困難に

-89-



【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

  ・　動物における感染症の発生動向を監視できるよう，
　　全ての飼い犬，飼い猫にＭＣ装着を義務付けるとともに，
　　ＭＣを活用した動物の感染症発生情報共有システムを構築すること。

　・　ＭＣ登録機関が有する犬個体情報の市町村への報告を義務付けるとともに，
　　市町村の登録手数料減少に対する財政措置を講じ，
　　国内の狂犬病予防体制を維持すること。

　■　動物由来感染症対策を推進するため，各地域及び対象疾病ごとに
　　動物の検査・診断体制を早急に構築・強化する必要がある。
　■　全ての飼い犬，飼い猫に対してＭＣ装着を義務付けるとともに，
　　ＭＣを活用した動物の感染症発生情報共有システムを構築する必要がある。

　■　ＭＣ登録機関が有する犬個体情報の市町村への報告を義務付けるとともに，
　　市町村の登録手数料収入減少を補填することで
    狂犬病予防対策を維持する必要がある。

  ・　各自治体，地方ブロック及び国が，それぞれの得意分野を活かした
　　役割分担を行い，効率的な検査・診断体制を構築すること。
　・　検査施設の機能を強化するため，
　　自治体の検査機器整備に財政的支援を行うこと。

地方ブロック

方向性（処方箋）

具体的内容

提言① 動物の感染症検査・診断体制の構築と検査機能の強化

提言③ ＭＣ装着犬個体情報の市町村報告義務付けと財政措置

将来像

「One World, One Health」の実践による人と動物の共存社会の実現

地域創生の新次元展開に向けて

検査・診断体制の構築

市町村

情報共有システムの構築

各自治体
行政機関，医療・獣医療機関

国 確定診断

動物

病院

◆ ＭＣを活用した

動物の感染症発生

情報共有システムの構築

情報共有システム

提言② 動物の感染症発生情報共有システムの構築

マイクロチップ義務化による個体情報管理

・動物適正管理

・狂犬病対策

推進
行政

研究

機関

周
知
・
啓
発

狂
犬
病
予
防
注
射
等

個体情報報告

国：財政措置

登録手数料

所有者

・全国の発生状況の把握

・サーベイランスの実施 ＭＣ登録機関
近隣行政機関，研究機関，

大学など

それぞれの得意分野で

検査分担や連携を行う
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